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証券コード 7345
2022年６月13日

株 主 各 位
横浜市西区南幸二丁目20番５号

株式会社アイ・パートナーズフィナンシャル
代表取締役社長 田 中 譲 治

第17回定時株主総会招集ご通知
拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
さて、当社第17回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し上げます。
株主の皆様におかれましては、新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から、可能な限り会場
へのご出席をお控えいただき、書面による事前の議決権の行使をお願い申し上げます。
なお、書面によって議決権を行使する場合には、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検
討の上、同封の議決権行使書用紙に賛否をご表示いただき、2022年６月27日（月曜日）午後５
時30分までに到着するようご送付いただきたく、お願い申し上げます。

敬 具
記

1. 日 時 2022年６月28日（火曜日）午前10時00分（受付開始午前９時30分）
2. 場 所 横浜市西区南幸二丁目19番９号 TKP横浜ビル

TKPガーデンシティPREMIUM横浜西口 カンファレンスルーム８F
（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

3. 目的事項
報告事項 1. 第17期（2021年４月１日から2022年３月31日まで）事業報告、連結計算

書類並びに会計監査人及び監査等委員会の連結計算書類監査結果報告の件
2. 第17期（2021年４月１日から2022年３月31日まで）計算書類報告の件

決議事項
第１号議案 定款一部変更の件
第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）２名選任の件
第３号議案 監査等委員である取締役３名選任の件

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申し上
げます。なお、株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合は、修正後
の事項をインターネット上の当社ウェブサイト（https://www.aipf.co.jp/ir/）に掲載させていただきます。

◎新型コロナウイルスをはじめとする感染症拡大防止のため、ご出席の株主の皆様には検温及び会場内マスク着
用をお願いする場合がございます。
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（添 付 書 類）
事 業 報 告

（2021
2022

年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

1. 企業集団の現況に関する事項
（1）事業の経過及び成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルスワクチン接種の進展に伴う経
済活動の再開により企業の業況判断や収益状況に改善が見られたものの、新たな変異株の感
染拡大、ロシア軍のウクライナ侵攻による地政学リスクの高まりや資源・エネルギー価格の
高騰等から、先行きは依然として不透明な状況が続いております。
当社グループを取り巻く事業環境におきましては、不安定な値動きながらも年末にかけて

米株価指数が上昇、国内株式市場も政策期待等による持ち直しが見られる局面がありました
が、１月以降は米国のインフレ加速や金利上昇、ウクライナ情勢を巡る先行き不透明感を背
景に株価は下落する展開となりました。
このような環境下、当社グループは、IFAに提供するプラットフォームの付加価値を高め、

所属IFAの満足度向上を図ることで、所属IFA数及び媒介する資産残高の増加など事業規
模・事業基盤の拡大に取り組むとともに、業務管理体制の更なる強化により顧客本位の業務
運営の進展に努めてまいりました。
その結果、経営成績につきましては金融市場の影響を受け取引手数料が減少したことによ
り前年度実績を下回る結果となりましたが、当連結会計年度末の所属IFA数は212名（前年
度末比13.4％増、25名増）、媒介する資産残高は242,146百万円（前年度末比14.9％増、
31,333百万円増）、金融商品仲介業に係る口座総数は13,969口座（前年度末比19.3％増、
2,258口座増）となり、当社事業基盤の拡大は継続しております。
以上の結果、当連結会計年度の業績は、売上高が3,806,967千円（前期比5.6％減、

227,470千円減）、営業利益が116,867千円（前期比52.4％減、128,629千円減）、経常利
益が110,042千円（前期比54.1％減、129,783千円減）、親会社株主に帰属する当期純利益
が64,866千円（前期比57.6％減、88,118千円減）となりました。

2022年05月30日 17時22分 $FOLDER; 2ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

計
算
書
類

連
結
計
算
書
類

監
査
報
告
書

― 3 ―

（2）設備投資の状況
当連結会計年度中において実施いたしました企業集団の設備投資の総額は22,235千円と

なりました。その主なものは次のとおりであります。

① 建物附属設備
ア．新宿第２オフィス 開設 4,894千円
イ．京都オフィス 増床 2,169千円

② 工具器具備品
ア．PC購入 7,897千円
イ．本店 電話設備工事 2,000千円
ウ．新宿オフィス 電話設備工事 1,194千円
エ．大阪オフィス 電話設備工事 1,150千円
オ．京都オフィス 電話設備工事 990千円
カ．新宿第２オフィス 電話設備工事 789千円

なお、これらの所要資金は、全て自己資金で賄っております。

（3）資金調達の状況
2021年6月23日をもって東京証券取引所マザーズ市場（現グロース市場）に上場し、公

募増資及びオーバーアロットメントによる売出しに関連した第三者割当増資により、総額
330,096千円の資金調達を行いました。
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（4）対処すべき課題
① IFAの満足度向上
当社グループは、IFAが精神的・経済的に充たされていないとお客様重視を実現できな
いと考えており、当社に所属するIFAの満足度を高めることにより、顧客満足度の維持・
向上が図られ媒介する資産残高の増加が見込まれること、既契約IFAからのIFA候補者紹
介によりIFA数の増加が見込まれることで、当社グループの収益向上に寄与すると理解し
ております。そのため、IFAに対して営業ノルマは課さず、IFAに提供するビジネスプラ
ットフォームの付加価値を向上させ、IFAがお客様のために個々の能力や人間性を発揮で
きる環境、IFAが安心して業務に専念できる環境の提供に努めております。

② 金融サービスのクオリティ向上
当社グループは、IFAのビジネスモデルはIFAがお客様から高い評価を得ることによっ
て成立するものであると考えており、IFAが提供する金融サービスのクオリティを高める
サポートを行うことにより、媒介する資産残高が増大し、当社グループの持続的な成長と
企業価値の向上が図られると理解しております。そのため、これまで努めてきたIFAに対
する研鑽機会の提供、お客様本位の啓発、ビジネスコンサルティング等に加え、IFA業務
支援システムへの投資や商品・サービスの拡充を行っていく予定です。

③ 内部管理体制の強化
当社グループは、今後もより一層の事業拡大を見込んでおります。事業拡大による内部
管理体制の課題としては、IFA数及び顧客数、取引件数等の増加によって目が行き届きに
くくなる恐れがあることだと考えております。また、個人事業主であるIFAが一生涯この
ビジネスを行う上での生命線がコンプライアンスであり、当社のコンプライアンス体制及
びIFA管理体制が強固であればこそ、高い志とスキルを有した良質なIFAとの契約が増え
ると考えております。そのため、人員及びインフラの両面において、当社の事業拡大に応
じた内部管理体制の構築を図るとともに、より一層のコーポレート・ガバナンスの充実に
取り組んでまいります。
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（5）財産及び損益の状況の推移
① 企業集団の財産及び損益の状況

区分 第14期
（2019年３月期）

第15期
（2020年３月期）

第16期
（2021年３月期）

第17期
（当連結会計年度）
（2022年３月期）

売 上 高 (千円) 2,379,704 2,467,009 4,034,438 3,806,967
経 常 利 益 (千円) 56,639 7,408 239,825 110,042
親会社株主に帰属する当期純利益又は
親会社株主に帰属する当期純損失（△） (千円) 38,790 △765 152,984 64,866

１株当たり当期純利益
又 は 当 期 純 損 失 （△） （円） 18.26 △0.28 55.35 20.31

総 資 産 (千円) 569,647 656,526 1,117,613 1,205,478
純 資 産 (千円) 251,781 344,905 494,435 870,673
（注）当社は、2020年12月22日付で普通株式１株につき200株の割合で、2022年４月１日付で普通株式１株

につき４株の割合で、それぞれ株式分割を行っております。これに伴い、第14期の期首に当該株式分割が
行われたと仮定して、１株当たり当期純利益又は当期純損失（△）を算定しております。

② 当社の財産及び損益の状況

区分 第14期
（2019年３月期）

第15期
（2020年３月期）

第16期
（2021年３月期）

第17期
（当 事 業 年 度）
（2022年３月期）

売 上 高 (千円) 2,061,138 2,326,263 3,852,944 3,687,737

経常利益又は経常損失（△） (千円) 26,952 △2,631 239,600 119,214

当期純利益又は当期純損失（△） (千円) 14,708 △6,905 155,131 73,602
１株当たり当期純利益
又 は 当 期 純 損 失 （△） （円） 6.92 △2.53 56.13 23.05

総 資 産 (千円) 437,199 608,226 1,066,137 1,184,102
純 資 産 (千円) 235,483 322,468 474,144 859,118
（注）1．当事業年度より損益計算書において表示方法の変更を行いました。この変更を反映させるため、第14

期の売上高より組み替えて表示しております。
2．当社は、2020年12月22日付で普通株式１株につき200株の割合で、2022年４月１日付で普通株式
１株につき４株の割合で、それぞれ株式分割を行っております。これに伴い、第14期の期首に当該株
式分割が行われたと仮定して、１株当たり当期純利益又は当期純損失（△）を算定しております。
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（6）重要な子会社の状況（2022年３月31日現在）
会社名 資本金 当社の出資比率 主要な事業内容

株式会社ＡＩＰコンサルタンツ 20,000千円 100.0％ 保険代理店業

（7）主要な事業内容（2022年３月31日現在）
当社グループは、金融商品仲介業を基軸としたIFAによる金融サービスの提供事業の単一

セグメントであり、セグメントごとの記載をしておりません。
当社グループは、当社と100％出資の連結子会社（株式会社ＡＩＰコンサルタンツ）の２
社で構成されており、当社はIFAがファイナンシャル・アドバイス業務に専念できるビジネ
スプラットフォームを提供する金融商品仲介業者として「金融商品仲介業」を展開し、子会
社は保険その他お客様の幅広いニーズに対応する「その他金融サービス」を担っておりま
す。
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（8）主要な営業所（2022年３月31日現在）
区分 名称 所在地

当社

本店 神奈川県横浜市
札幌オフィス 北海道札幌市
新宿オフィス 東京都新宿区
新宿第２オフィス 東京都新宿区
竹橋オフィス 東京都千代田区
東銀座オフィス 東京都中央区
浦和オフィス 埼玉県さいたま市
長野オフィス 長野県長野市
静岡オフィス 静岡県静岡市
浜松オフィス 静岡県浜松市
名古屋オフィス 愛知県名古屋市
伊勢オフィス 三重県伊勢市
京都オフィス 京都府京都市
大阪オフィス 大阪府大阪市
神戸オフィス 兵庫県神戸市

姫路・英賀保オフィス 兵庫県姫路市
加西オフィス 兵庫県加西市
広島オフィス 広島県広島市
高松オフィス 香川県高松市
福岡オフィス 福岡県福岡市
宮崎オフィス 宮崎県宮崎市

子会社

本店 神奈川県横浜市
新宿支店 東京都新宿区
東銀座支店 東京都中央区
長野支店 長野県長野市
名古屋支店 愛知県名古屋市
大阪支店 大阪府大阪市
広島支店 広島県広島市
福岡支店 福岡県福岡市
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（9）従業員の状況（2022年３月31日現在）
① 企業集団の従業員数

事業部門の名称 従業員数（名） 前期末比増減
金融商品仲介業 19（5） 4名減（3名増）
保険代理店業 2（65） 増減なし（4名増）
その他 17（2） 増減なし（1名減）
合計 38（72） 4名減（6名増）

（注）1．従業員数は就業人員数であり、臨時雇用者数（業務委託社員、パートタイマー、派遣社員）は、（ ）
内に外数で記載しております。
記載方法につきまして、従来は臨時雇用者を正規従業員以外の有期雇用従業員と派遣社員としておりま
したが、今回より、有期雇用従業員のうち契約及び嘱託従業員を臨時雇用者から除外し、業務委託社員
を臨時雇用者に追加することといたしました。これに伴い前期末比増減については、前期末の人数も同
様の計算方法とした上で算出しております。

2．当社は、「IFAによる金融サービス提供事業」の単一セグメントであるため、事業部門の従業員を記載し
ております。

3．「その他」として記載されている従業員数は、管理部門に所属している従業員数も含んでおります。

② 当社の従業員数
従業員数（名） 前期末比増減 平均年齢 平均勤続年数

33（7） 2名減 46.8歳 3.5年

事業部門の名称 従業員数（名） 前期末比増減
金融商品仲介業 19（5） 4名減（3名増）
その他 14（2） 増減なし（1名減）
合計 33（7） 4名減（2名増）

（注）1．従業員数は就業人員数であり、臨時雇用者数（業務委託社員、パートタイマー、派遣社員）は、（ ）
内に外数で記載しております。
記載方法につきまして、従来は臨時雇用者を正規従業員以外の有期雇用従業員と派遣社員としておりま
したが、今回より、有期雇用従業員のうち契約及び嘱託従業員を臨時雇用者から除外し、業務委託社員
を臨時雇用者に追加することといたしました。これに伴い前期末比増減については、前期末の人数も同
様の計算方法とした上で算出しております。

2．当社は、「IFAによる金融サービス提供事業」の単一セグメントであるため、事業部門の従業員を記載し
ております。

3．「その他」として記載されている従業員数は、管理部門に所属している従業員数も含んでおります。

（10）主要な借入先（2022年３月31日現在）
該当事項はありません。

（11）その他企業集団の現況に関する重要な事項
当社は、2021年６月23日付で東京証券取引所マザーズ市場（現グロース市場）へ上場い

たしました。
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2. 会社の株式に関する事項（2022年３月31日現在）
（1）発行可能株式総数 2,764,000株
（2）発行済株式の総数 853,200株(自己株式16,300株を含む)
（3）株主数 760名

（4）大株主
株主名 持株数（株） 持株比率（％）

石 原 章太郎 89,200 10.66
中 道 謙 80,000 9.56
田 中 譲 治 37,000 4.42
梶 弘 幸 35,000 4.18
齋 藤 広一郎 30,500 3.64
諸 富 滋 22,200 2.65
松 波 精 二 22,000 2.63
光通信株式会社 21,200 2.53
島 田 和 紀 20,200 2.41
塩 本 かおり 20,000 2.39
守 屋 顕 一 20,000 2.39

（注）持株比率は自己株式（16,300株）を控除して計算しております。

（5）その他株式に関する重要な事項
当社は2022年２月10日開催の取締役会において、2022年４月1日付で当社定款に定め
る発行可能株式総数を変更すること及び普通株式１株を４株に株式分割することを決議し、
同日をもって当社定款に定める発行可能株式総数を変更いたしました。
これにより、発行可能株式総数は、11,056,000株に、発行済株式の総数は3,412,800株

（自己株式65,200株を含む）となりました。
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3. 会社の新株予約権等に関する事項
（1）当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の状況

第２回新株予約権
株主総会決議日 2019年３月25日
新株予約権の数 409個
新株予約権の目的となる株式の
種類と数（注２、３）

普通株式 81,800株
（新株予約権１個につき200株）

新株予約権の払込金額 無償
新株予約権の行使に際して出資
される財産の価額（注２、３）

新株予約権１個当たり 124,000円
（１株当たり 620円）

新株予約権の行使に際して株式を
発行する場合における資本金及び
資本準備金に関する事項

新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額
は、会社計算規則第17条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分
の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じたときは、その端数を切
り上げるものとする。本新株予約権の行使により株式を発行する場合におい
て増加する資本準備金の額は、上記の資本金等増加限度額から上記に定める
増加する資本金の額を減じた額とする。

新株予約権の行使期間 2021
2029

年
年
３
３
月
月
26
25
日から
日まで

新株予約権の行使条件 （注１）

役員の
保有状況
（注４）

取締役
（監査等委員を除く）

新株予約権の数 88個
目的となる株式数 17,600株
保有者数 ２名

取締役
（監査等委員）

新株予約権の数 12個
目的となる株式数 2,400株
保有者数 １名

（注）1. 新株予約権の行使条件
① 新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、権利行使時においても、当社又
は当社子会社の取締役、監査役、従業員又は顧問、社外協力者その他これに準ずる地位を有してい
なければならない。ただし、取締役会が正当な理由があると認めた場合は、この限りではない。

② 新株予約権者が死亡した場合、その相続人による新株予約権の権利行使は認めないものとする。
2. 2020年12月22日付で普通株式１株につき200株の割合で株式分割を行っております。これにより、
「新株予約権の目的となる株式の種類と数」、「新株予約権の行使に際して出資される財産の価額」が調
整されております。

3. 2022年4月1日付で普通株式1株につき4株の割合で株式分割を行っておりますが、当該株式分割前の
状況を記載しております。

4. 役員の保有状況については、2022年3月31日現在の状況を記載しております。

（2）当事業年度中に職務執行の対価として当社使用人等に対し交付した新株予約権の状況
該当事項はありません。

（3）その他新株予約権等に関する重要な事項
該当事項はありません。
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4. 会社役員に関する事項
（1）取締役の氏名等（2022年３月31日現在）

地位 氏名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役社長 田 中 譲 治 ㈱ＡＩＰコンサルタンツ取締役

取締役 島 田 和 紀 管理本部長
㈱ＡＩＰコンサルタンツ取締役

取締役 松 波 精 二 金融商品仲介業務本部長

取締役（監査等委員・常勤） 吉 川 昌 利 税理士

取締役（監査等委員） 上 野 博 史 株式会社博真舎 代表取締役

取締役（監査等委員） 中 川 洋 株式会社マナオクリエーション 代表取締役
有限会社二宮漁場 代表取締役

（注）1. 上野博史氏及び中川洋氏は、社外取締役であります。
2. 当社は、上野博史氏及び中川洋氏を株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、
同取引所に届け出ております。

3. 情報収集その他監査の実効性を高め、監査・監督機能を強化するため、常勤の監査等委員を置いてお
ります。

4. 吉川昌利氏は、税理士として財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。
5. 上野博史氏は、農林水産事務次官等、国家公務員として要職を歴任し、また、国内有数の金融機関の
代表理事理事長を務めた経験の他、現在も他社において経営戦略全般に関し助言を行っていることか
ら、組織の統制や企業経営についての豊富な経験と高い見識を有しております。

6. 中川洋氏は、証券アナリストとして企業分析に携わった経験から財務及び会計に関する専門的な知見
を有しており、また、金融機関の役員経験の他、他社の企業経営や監査役にも従事し、企業経営につい
ての専門的な知見と金融機関の役員としての豊富な経験を有しております。

7. 守屋顕一氏は、2021年６月28日開催の第16回定時株主総会終結の時をもって、任期満了により取締
役を退任いたしました。

（2）責任限定契約の内容の概要
当社は、会社法第427条第１項の規定に基づき、取締役（監査等委員）上野博史氏及び中
川洋氏と会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契
約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額を限度
としております。
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（3）役員等賠償責任保険契約の内容の概要
当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間
で締結しております。当該保険契約の被保険者の範囲は、当社及び子会社の取締役、監査役
全員であり、当該保険契約の保険料は当社が全額負担しております。被保険者である取締役
及び監査役が、その職務の執行に起因して損害賠償請求された場合の訴訟費用及び損害賠償
金を当該保険契約により補填されることとなります。
ただし、被保険者の職務の執行の適正性が損なわれないようにするため、当該被保険者が
法令違反の行為であることを認識して行った行為に起因して生じた損害の場合には補填の対
象とならないなど、一定の免責事由があります。

（4）取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項
当社は2021年２月12日開催の取締役会決議において、取締役の個人別の報酬等の内容に
係る決定方針を決議しております。また、取締役会は当該事業年度に係る取締役の個人別の
報酬等について、報酬等の内容の決定方針及び決定された報酬等の内容が取締役会で決議さ
れた決定方針と整合していることを確認しており、当該決定方針に沿うものであると判断し
ております。
① 基本方針

当社の取締役の報酬等については、コーポレート・ガバナンスに関する基本方針に基
づき、中長期的な企業価値の向上、株主利益への貢献、優秀な経営人材の維持・確保
を目的として、外部の客観的なデータや同規模類似企業の報酬支給状況等を参考に決
定する。
取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬は、固定報酬である基本報酬並び
に業績連動報酬等としての役員賞与で構成する。
当社の監査等委員である取締役の報酬は、固定報酬である基本報酬のみで構成する。

② 基本報酬等の額又はその算定方法の決定方針
当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）の基本報酬の額は、外部の客観的
なデータを参考に役位ごとの役割、責任、貢献度に応じて定める。

③ 業績連動報酬等の内容及び額又は数の算定方法の決定に関する方針
当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）の業績連動報酬等は金銭報酬の役
員賞与のみとし、短期的な業績向上へのインセンティブと位置付け、各事業年度終了
後の決算において、売上高の計画達成率が110％以上かつ税引前当期純利益の計画達
成率が130％以上となった場合に支給する。
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（5）取締役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項
取締役（監査等委員である取締役を除く。）の金銭報酬の額は、2020年12月22日開催の
臨時株主総会において年額150百万円以内と決議しております。
当該臨時株主総会終結時点の取締役（監査等委員である取締役を除く。）の員数は４名で
す。
また、監査等委員である取締役の報酬額は、2020年12月22日開催の臨時株主総会にお
いて年額50百万円以内と決議しております。当該臨時株主総会終結時点の監査等委員であ
る取締役の員数は３名です。

（6）取締役の個人別の報酬等の内容の決定に関する事項
取締役の個人別の報酬等につきましては、株主総会で決定した限度額の範囲内で、取締役

（監査等委員である取締役を除く。）の報酬の額は取締役会において決定し、監査等委員であ
る取締役の報酬の額は監査等委員の協議により決定しております。
なお、18期以降の取締役（監査等委員である取締役を除く。）の個人別の報酬等の内容に
ついては、当社が任意で設置する取締役会の諮問機関である指名報酬諮問委員会の答申内容
を踏まえ、取締役会の決議により決定いたします。

（7）当事業年度に係る取締役の報酬等の総額等

区分 支給人数 報酬等の総額
報酬等の種類別の総額

基本報酬 業績連動報酬等

取締役（監査等委員を除く） 4名 58百万円 58百万円 －
取締役（監査等委員）
（うち社外取締役）

3
（2
名
名）

18
（9
百万円
百万円）

18
（9
百万円
百万円） －

合計 7
（2
名
名）

76
（9
百万円
百万円）

76
（9
百万円
百万円） －

（注）上記の取締役（監査等委員を除く）の支給人数には、当事業年度中に退任した取締役１名を含んでおりま
す。
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（8）社外役員に関する事項
① 重要な兼職先と当社との関係

社外取締役（監査等委員）上野博史氏は、㈱博真舎の代表取締役であり、同社は当社
の株主でありますが、当社との人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係
はありません。
社外取締役（監査等委員）中川洋氏は、㈱マナオクリエーション、㈲二宮漁場の代表
取締役であります。㈱マナオクリエーション及び㈲二宮漁場と当社との間には人的関
係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係はありません。

② 当事業年度における主な活動状況
区分 氏名 主な活動状況

取締役
（監査等委員） 上 野 博 史

当事業年度開催の取締役会18回のうち18回、監査等委員会
14回のうち14回に出席し、農林水産事務次官や国内有数の
金融機関の代表理事理事長等を務めた経験と組織の統制や企
業経営についての高い見識を活かし、社外取締役としての客
観的立場から経営に対する意見を述べるなど、取締役会の意
思決定の妥当性・適正性を確保するための助言を行っており
ます。
また、上記経験や見識をコンプライアンス・リスク管理委員
会や監査等委員会での意見の表明を通して当社の監査等委員
監査に活かしております。

取締役
（監査等委員） 中 川 洋

当事業年度開催の取締役会18回のうち18回、監査等委員会
14回のうち14回に出席し、証券アナリストとして企業分析
に携わった専門的知見と外資系証券会社における役員等の経
験を活かし、社外取締役としての客観的立場から経営に対す
る意見を述べるなど、取締役会の意思決定の妥当性・適正性
を確保するための助言を行っております。
また、上記知見や経験をコンプライアンス・リスク管理委員
会や監査等委員会での意見の表明を通して当社の監査等委員
監査に活かしております。
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5. 会計監査人の状況
（1）会計監査人の名称

東陽監査法人

（2）当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
区分 支払額

当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 20百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 20百万円
（注）1. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の

監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る報酬等の
額はこれらの合計額を記載しております。

2. 監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容及び報酬見積りの算出根拠等が適切であるかどうかに
ついて必要な検証を行った上で、会計監査人の報酬等の額について同意いたしました。

（3）非監査業務の内容
当社は会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の監査証明業務以外の業務を委託

しておりません。

（4）会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断し
た場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いた
します。
また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合

は、監査等委員全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査等委員
会が選定した監査等委員は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任
した旨及びその理由を報告いたします。
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6. 会社の体制及び方針
（1）業務の適正を確保するための体制

当社では、内部統制システムの整備に関する基本方針を取締役会にて決議しております。その
概要は以下のとおりです。
① 当社グループの取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するた

めの体制
ア．当社グループは、法令等の遵守と企業倫理の徹底は経営の原点であるとの認識のもと、「当

社グループ行動規範」及び「コンプライアンス規程」等を定め、職務を執行するにあたり
遵守すべき行動基準として全ての役員及び従業員に周知徹底を図る。

イ．当社グループの取締役は、重大な法令違反、コンプライアンス違反その他重要な事実を発
見した場合、速やかに取締役会に報告する。

ウ．当社は、取締役の職務執行を監視する権限を持つ監査等委員会を設置し、取締役の職務執
行について厳正な監視を行うことにより、職務の執行が法令及び定款に適合することを確
保する。

エ．当社の内部監査室は、「内部監査規程」に基づき、当社グループ各部門の業務活動及び諸制
度の運用状況について監査を行い、業務の効率性とリスクの予防、法令遵守が十分に図ら
れているか確認する。

オ．当社は、「関係会社管理規程」に基づき、経営管理部が関係会社の関連業務に係る情報を収
集し、適時、取締役会等において報告を行い、重要な事項については当社が決裁を行う。
また、当社管理本部は、子会社に従業員の業務の執行状況を報告させ、法令、定款及び社
内規則の遵守状況を把握する。

カ．当社グループは、法令、定款及び社内規則に違反する行為が行われ、又は行われようとし
ている場合の報告体制として「内部通報制度運用規程」を定め、通報窓口を設置する。当
社グループは、当該通報を行った者に対して、解雇その他いかなる不利益な取り扱いも行
わない。

② 当社グループの取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
ア．当社グループの取締役の職務執行に係る文書その他重要な情報については、法令、定款及

び「文書管理規程」ほか社内規則に則り作成、保存、管理する。
イ．当社グループは、「個人情報取扱規程」、「情報システム管理規程」等の社内規則に基づき、

情報の保存及び管理に関する体制を整備する。
③ 当社グループの損失の危険の管理に関する規程その他の体制
ア．当社は、リスク管理の基礎として定める「リスク管理規程」に基づき、当社グループのリ

スクを横断的に管理する「リスク管理委員会」を設置し、リスクマネジメント活動を推進
する。

イ．当社は、取締役会等において定期的に実施される業務執行状況の報告等を通じ、当社グル
ープにおけるリスクの状況を適時に把握、管理する。
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④ 当社グループの取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
ア．当社グループは、取締役会を毎月開催し、重要な業務執行に関する意思決定並びに取締役

の業務の執行状況について報告を行い、当社グループの取締役の職務の執行について監
視・監督を行う。

イ．当社グループは、取締役会の決定に基づく業務執行については、「業務分掌規程」、「職務権
限規程」において、各職位の責任・権限や業務の基本的枠組みを明確にし、迅速かつ適正
な意思決定及び効率的な業務を執行する。

ウ．当社グループは、取締役会を補完する目的で、取締役（社外取締役を除く）、執行役員、部
長以上の役職者及び内部監査室長、子会社取締役及び子会社監査役で構成される経営会議
を毎月実施し、経営課題の確認、対策の立案等を議論し、多面的な検討を行う。

エ．当社は、「関係会社管理規程」に基づき、当社経営管理部が関係会社の取締役会議事録など
関係会社の取締役の職務の執行に係る情報を収集し、適時、取締役会等において報告をし、
子会社の取締役の職務の執行について監視・監督する。

⑤ 当社グループにおける業務の適正を確保するための体制
ア．当社は、グループとしての統一的な事業戦略に基づく意思決定及び業務の適正を確保する

ため「関係会社管理規程」を定め、当社グループ全体を統合した経営を行う体制を構築す
る。

イ．当社グループにおいては、「関係会社管理規程」に基づき、子会社の業務執行上重要な事項
は当社の取締役会等の決定機関において承認を得た上で執行する。また、子会社において
業務執行上発生した重要な事実については、当社の関連部門に報告するものとする。

ウ．当社内部監査室は、各子会社に対しても定期的な監査を行う。
⑥ 監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に

関する事項及び当該使用人の取締役からの独立性に関する事項及び当該使用人に対する指示
の実効性の確保等に関する事項

ア．監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、当社の使用人から
監査等委員会補助者を任命することができるものとする。

イ．任命された監査等委員会補助者がその職務補助を行う際は、当該補助者は監査等委員会の
指揮下にあって、取締役（監査等委員であるものを除く）からの独立性を確保する。

⑦ 当社グループの取締役並びに使用人が監査等委員会に報告するための体制その他監査等委員
会への報告に関する体制、監査等委員会又は子会社の監査役に報告をした者が当該報告をし
たことを理由として不利な扱いを受けないことを確保するための体制

ア．当社グループの取締役並びに使用人は、監査等委員の求めに応じて、取締役会その他監査
等委員が出席する会議において、随時その職務の執行状況の報告するものとする。

イ．当社グループの取締役及び使用人並びに子会社の監査役は、法令に違反する事実、会社に
著しい損害を与えるおそれのある事実を発見したときには、当社の監査等委員会に対して、
当該事実に関する事項につき速やかに報告するものとする。

ウ．監査等委員会は業務執行にかかる重要な書類を適宜閲覧する他、必要に応じて当社グルー
プの取締役並びに使用人に対し、業務執行に関する事項の報告を求めることができる。
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エ．当社グループは、前項により当社の監査等委員会へ報告した者に対して不利益な取扱いを
行わず、かつ、当該報告行為に対する報復行為や差別行為から報告者を保護するものとす
る。

⑧ その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
ア．監査等委員である取締役は、当社又はその子会社の取締役会、その他経営に関する重要な

会議に出席し、経営において重要な意思決定及び業務の執行状況を把握するとともに、意
見を述べることができる。

イ．当社の代表取締役社長は、監査等委員である取締役と定期的に意見交換を行う。また、内
部監査部門と監査等委員会との連携等により、監査の実効性を高めるための環境整備を行
う。

ウ．監査等委員である取締役は、内部監査部門の実施する内部監査に係る年次計画について事
前に説明を受け、その修正等を求めることができる。また、内部監査の実施状況について
適宜報告を受け、必要があると認めるときは、追加監査の実施、業務改善策の策定等を求
めることができる。

エ．監査等委員である取締役は、管理本部管掌取締役から必要に応じて会計の内容につき説明
を受けるとともに意見交換を行い、効率的な監査のために連携を図る。

⑨ 監査等委員である取締役の職務の執行（監査等委員会の職務の執行に関するものに限る）に
ついて生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる費用又は債
務の処理に関する方針に関する事項
当社は、監査等委員である取締役の職務の執行に協力し監査の実効性を担保するために、

監査費用のための予算を確保する。
⑩ 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方・措置
ア．当社グループは、暴力、威力と詐欺的手法を駆使して経済的利益を追求する集団又は個人

である反社会的勢力による被害を防止するため、「反社会的勢力に対する基本方針」を宣言
する。

イ．当社グループは、「反社会的勢力に対する基本方針」に基づき、市民社会の秩序や安全に脅
威を与える反社会的な活動や勢力との一切の関係を遮断し、反社会的勢力には毅然とした
対応を行う。

ウ．反社会的勢力に対しては、警察、暴力追放運動推進センター及び弁護士等の外部専門機関
と連携して組織的な対応を図るものとし、平素より情報収集に努め、速やかに対処できる
体制を整備する。

⑪ 財務報告の信頼性を確保するための体制
当社グループでは、財務報告の信頼性を確保するため、財務報告に係る内部統制の整備・

運用及び評価の基本計画書を作成し、金融商品取引法の定めに従い、財務報告に係る内部統
制の整備、運用体制を構築するとともに、当該内部統制が有効に機能していることを継続的
に評価し、必要に応じて是正措置を行う。
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（2）業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
当社は、2018年６月29日付で監査等委員会設置会社に移行し、取締役会の監視・監督機能の

強化、権限の委譲による迅速な意思決定並びに業務執行による運営の公平性、透明性及び効率性
の向上等、コーポレート・ガバナンス体制の強化を図っております。
また、当社では、内部統制システムの整備に関する基本方針に基づき、当該体制の整備と適正

な運用に努めています。当期における運用状況の概要は、以下のとおりです。
① 内部統制システム全般

当社グループの内部統制システム全般の整備・運用状況を当社の内部監査室がモニタリング
し、改善を進めております。
② コンプライアンス

当社は、コンプライアンス委員会を４回開催し、法令・社内規程等の遵守状況を審議した上
で、必要に応じて、コンプライアンス態勢を見直しました。
また、当社は内部通報窓口を設置しており、顧問弁護士と連携を図り、コンプライアンスの

実効性向上に努めております。
③ リスク管理

当社は、経営に重大な影響を及ぼす事項を未然に防止すること及び万一発生した場合の被害
の極小化を図ることを目的にリスク管理委員会を４回開催しました。
また、当社は、当社グループを取り巻くリスクの内容及びその影響度・発生度・重要度、対

応方針・対応方法を一覧にしたリスク管理台帳の見直しを適宜行うことで、リスクへの対応を
図り、危機管理に必要な体制を整備しております。

④ 当社グループにおける業務の適正の確保
当社は、「関係会社管理規程」及びその他の社内規程に基づき、子会社の事業運営に係る重要

事項が当社に適切に報告され、所定の手続きに従い審議される体制を維持しております。
⑤ 監査等委員会の監査が実効的に行われることの確保等

監査等委員である取締役は、経営会議その他重要会議への出席を通じて、内部監査室が担当
する内部統制の整備、運用状況を確認しております。また、会計監査人、内部監査室と必要に
応じて双方向的な情報交換を実施することで、当社の内部統制システム全般をモニタリングす
るとともに、より効率的な運用について助言を行っております。
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（3）剰余金の配当等の決定に関する方針
当社は、株主に対する利益還元を重要な経営課題の一つとして位置付け、中長期的に企業価値

を高めるとともに、将来の事業展開と経営体質強化のために必要な内部留保を確保しつつ、事業
環境や業績、財務状況等を総合的に勘案した上で、継続的かつ安定的な配当を実施することを基
本方針としております。
当社は、期末配当金として年1回の剰余金の配当を行うことを基本方針としており、会社法第

459条第１項の規定に基づき、取締役会の決議によって剰余金の配当等を行うことができる旨を
定款に定めております。
当事業年度の剰余金の配当につきましては、上記方針に基づき、１株あたり20円の配当を実

施することを2022年５月12日開催の取締役会において決議いたしました。
また、内部留保資金につきましては、企業体質の強化に向けて財務体質の強化を図りながら、

IFAオフィスの出店や今後の成長に資する人員の採用、システムへの投資やIFAビジネスプラット
フォームの増強等に有効活用し、当社の競争力及び収益力の向上を図ってまいります。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
（注） 本事業報告中の記載の金額及び株数は表示単位未満の端数を切り捨て、比率は表示未満の数値を四捨五

入して表示しております。ただし、１株当たり当期純利益及び当期純損失につきましては、銭未満を四
捨五入して表示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
（2022年３月31日現在）

（単位：千円）
科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部） (負 債 の 部)
流 動 資 産 1,032,882 流 動 負 債 292,925
現 金 及 び 預 金 664,564 買 掛 金 237,057
売 掛 金 277,047 リ ー ス 債 務 2,769
商 品 1,083 未 払 金 20,105
前 払 費 用 24,501 未 払 費 用 8,787
預 け 金 60,445 未 払 法 人 税 等 8,058
そ の 他 5,239 未 払 消 費 税 等 5,842
固 定 資 産 172,595 賞 与 引 当 金 8,353
有 形 固 定 資 産 62,232 資 産 除 去 債 務 355
建 物 附 属 設 備 64,978 そ の 他 1,596
工 具 器 具 備 品 47,859 固 定 負 債 41,879
リ ー ス 資 産 14,220 リ ー ス 債 務 7,916
建 設 仮 勘 定 990 資 産 除 去 債 務 33,962
減 価 償 却 累 計 額 △65,817 負 債 合 計 334,804
無 形 固 定 資 産 576 （純 資 産 の 部）
ソ フ ト ウ エ ア 576 株 主 資 本 870,673
投 資 そ の 他 の 資 産 109,786 資 本 金 323,942
差 入 保 証 金 106,743 資 本 剰 余 金 252,878
繰 延 税 金 資 産 2,918 利 益 剰 余 金 334,284
そ の 他 124 自 己 株 式 △40,432

純 資 産 合 計 870,673
資 産 合 計 1,205,478 負債及び純資産合計 1,205,478

(注) 記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

（2021
2022

年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 3,806,967
売 上 原 価 2,896,094
売 上 総 利 益 910,873

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 794,006
営 業 利 益 116,867

営 業 外 収 益
受 取 利 息 0
受 取 家 賃 258
補 助 金 収 入 2,993
雑 収 入 779 4,031

営 業 外 費 用
支 払 利 息 463
株 式 交 付 費 4,053
上 場 関 連 費 用 6,137
そ の 他 202 10,856
経 常 利 益 110,042

特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 1,538 1,538
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 108,504
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 40,490
法 人 税 等 調 整 額 3,147
当 期 純 利 益 64,866
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 －
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 64,866

(注) 記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

（2021
2022

年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

（単位：千円）
株 主 資 本

純資産合計
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 144,585 73,521 276,328 － 494,435 494,435

当期変動額

新株の発行 179,357 179,357 － － 358,714 358,714

剰余金の配当 － － △6,910 － △6,910 △6,910

自己株式の取得 － － － △40,432 △40,432 △40,432
親会社株主に帰属
する当期純利益 － － 64,866 － 64,866 64,866

当期変動額合計 179,357 179,357 57,956 △40,432 376,237 376,237

当期末残高 323,942 252,878 334,284 △40,432 870,673 870,673
(注) 記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

1. 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
（1）連結の範囲に関する事項

全ての子会社を連結しております。
連結子会社の数 １社
連結子会社の名称 株式会社ＡＩＰコンサルタンツ

（2）連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の決算日は連結決算日と一致しております。

（3）会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評価方法
ⅰ）棚卸資産
通常の販売目的で保有する棚卸資産
評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）を採用しております。
a 商品
主として先入先出法

② 固定資産の減価償却の方法
ⅰ）有形固定資産（リース資産を除く）
定率法を採用しております。
ただし、2016年（平成28年）４月１日以降に取得した建物附属設備については定額

法によっております。
なお、取得価額10万円以上20万円未満の少額減価償却資産については３年間で均等
償却しております。
ⅱ）無形固定資産（リース資産を除く）
ソフトウエア（自社利用）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく
定額法によっております。
ⅲ）リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

ⅳ）長期前払費用
契約期間に応じた均等償却を採用しております。
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③ 引当金の計上基準
ⅰ）賞与引当金
従業員に対する賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当期の負担額を計

上しております。

④ 収益及び費用の計上基準
当社グループの顧客との契約から生じる収益に関する主要な収益における主な履行義務
の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のと
おりであります。
ⅰ) 金融商品仲介業
金融商品仲介業にかかる収益については、証券会社等との契約に基づく有価証券の売

買の媒介等の委託業務の遂行であり、その役務の提供が完了した時点で履行義務が充足
されると判断し、契約に基づき月締めで収益を認識しております。
なお、取引に関する支払条件は、通常翌月に支払期日が到来し、契約に重要な金融要
素は含まれておりません。
ⅱ）システム使用料
システム使用料にかかる収益については、IFAとの契約に基づくプラットフォームの

提供業務であり、その役務の提供が完了した時点で履行義務が充足されると判断し、契
約に基づき月額利用料を収益として認識しております。
なお、取引に関する支払条件は、通常当月払いであり、契約に重要な金融要素は含ま
れておりません。
ⅲ）保険代理店業
保険代理店業にかかる収益については、保険会社等との契約に基づく保険募集等の代
理店業務の遂行であり、その役務の提供が完了した時点で履行義務が充足されると判断
し、契約に基づき月締めで収益を認識しております。
なお、取引に関する支払条件は、通常当月払いであり、契約に重要な金融要素は含ま
れておりません。

2. 会計方針の変更に関する注記
(会計基準等の改正等に伴う会計方針の変更)
「収益認識に関する会計基準」の適用
「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認
識会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの
支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収
益を認識することとしております。
収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過
的な取扱いに従っており、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場
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合の累積的影響額を、当連結会計年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新た
な会計方針を適用しております。
この結果、当連結会計年度の損益に与える影響はありません。また、利益剰余金の当期首
残高への影響もありません。

3. 表示方法の変更に関する注記
（時価の算定に関する会計基準等の適用）
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算
定会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用しております。時価算定会計基
準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第
44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針
を、将来にわたって適用することとし、「金融商品に関する注記」において、金融商品の時
価のレベルごとの内訳等に関する事項等の注記を行うこととしました。

(連結貸借対照表関係)
前連結会計年度において、「流動資産」の「その他」に含めていた「預け金」は、金額的重
要性が増したため、当連結会計年度より独立掲記することとしており、独立掲記しておりま
した「投資その他の資産」の「長期前払費用」は、金額的重要性が乏しくなったため、当連
結会計年度より「その他」に含めて表示しております。

4. 会計上の見積りに関する注記
（1）繰延税金資産の回収可能性
① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した額
繰延税金資産 2,918千円

② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
当社グループは、繰延税金資産について、将来の利益計画に基づいた課税所得が十分に確
保できることや回収可能性があると判断した将来減算一時差異について繰延税金資産を計上
しております。課税所得は中期経営計画の前提となった数値を経営環境等の外部要因に関す
る情報や当社グループが用いている内部の状況（過去における中期経営計画の達成状況、予
算など）と整合的に修正し見積っております。当該見積りには過去の手数料実績、IFAの契
約実績及び問合せ状況、媒介する資産残高の推移等による仮定を用いております。繰延税金
資産の回収可能性は将来の課税所得の見積りによるため、課税所得の将来予測に影響を与え
る変化が生じた場合には繰延税金資産の回収可能性が変動することにより当社グループの財
政状態及び経営成績に影響を及ぼすことが考えられます。
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（2）資産除去債務
① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した額
資産除去債務 34,317千円

② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
当社グループは、本店及びIFAオフィスの不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務に関し資
産除去債務を計上しております。資産除去債務の計上にあたっては、過去の実績に基づく原
状回復費の見込額、使用見込期間等の仮定を用いております。しかしながら、新たな事実の
発生等に伴い、資産除去債務の計上額が変動する可能性があります。

5. 連結株主資本等変動計算書に関する注記
（1）発行済株式の総数に関する事項
株式の種類 当連結会計年度

期首の株式数
当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度末の
株式数

普通株式 691,000株 162,200株 －株 853,200株

（変動事由の概要）
有償一般募集（ブックビルディング方式による募集）による増加 100,000株
有償第三者割当（オーバーアロットメントによる売出しに関連した第三者割当増資）による増加 15,000株
新株予約権の権利行使による新株の発行による増加 47,200株

（2）自己株式に関する事項
株式の種類 当連結会計年度

期首の株式数
当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度末の
株式数

普通株式 －株 16,300株 －株 16,300株
（変動事由の概要）
2022年３月14日の取締役会決議による自己株式の取得 16,300株

（3）剰余金の配当に関する事項
① 配当金支払額
2021年５月13日開催の取締役会において次のとおり決議しております。
・株式の種類 普通株式
・配当金の額 6,910,000円
・１株当たり配当額 10円
・基準日 2021年３月31日
・効力発生日 2021年６月14日
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② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌連結会計年度になる
もの
2022年５月12日開催の取締役会において次のとおり決議しております。
・株式の種類 普通株式
・配当金の額 16,738,000円
・配当の原資 利益剰余金
・１株当たり配当額 20円
・基準日 2022年３月31日
・効力発生日 2022年６月14日
なお、配当金の原資については利益剰余金とすることを予定しております。

（4）当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していない新株予
約権を除く）の目的となる株式の種類及び数
普通株式 39,400株

（注）当社は、2022年４月１日付で普通株式１株につき４株の割合で株式分割を行っておりますが、上記は、
当該株式分割前の株式数で記載しております。

6. 金融商品に関する注記
（1）金融商品の状況に関する事項
① 金融商品に対する取組方針
当社は、所要資金を自己資金により賄っております。余裕資金は安全で流動性の高い普
通預金で運用しております。また、デリバティブ取引は行わない方針であります。

② 金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である売掛金は、相手先である証券会社及び保険会社の信用リスクに晒されて
おります。
営業債務である買掛金、未払金及び未払費用は、全て１年以内の支払期日であります。

ファイナンス・リース取引に係るリース債務は、設備投資に必要な資金の調達を目的とし
たものであり、償還日は決算日後、最長で３年８ヶ月後であります。

③ 金融商品に係るリスク管理体制
ア．信用リスクの管理
当社は、取引先ごとの期日及び残高を管理し、取引先の状況把握に努めております。
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④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価につきましては、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合に
は合理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織
り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することも
あります。

（2）金融商品の時価等に関する事項
2022年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につきましては
次のとおりです。

（単位：千円）
連結貸借対照表
計上額 時価 差額

リース債務（※2） 10,686 9,798 △887
負債計 10,686 9,798 △887

（※1）「現金及び預金」「売掛金」「預け金」「買掛金」「未払金」「未払費用」「未払法人税等」「未払消費税等」
については、現金であること、及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであること
から記載を省略しております。

（※2）１年以内に返済予定のリース債務が含まれています。

（注）１. 金銭債権の連結決算日後の償還予定額
１年以内
(千円)

１年超
５年以内
(千円)

５年超
10年以内
(千円)

10年超
(千円)

現金及び預金 664,564 － － －
売掛金 277,047 － － －
預け金 60,445 － － －

合計 1,002,057 － － －

２. リース債務の連結決算日後の返済予定額
１年以内
(千円)

１年超
２年以内
(千円)

２年超
３年以内
(千円)

３年超
４年以内
(千円)

４年超
５年以内
(千円)

５年超
(千円)

リース債務 2,769 2,876 2,986 2,054 － －
合計 2,769 2,876 2,986 2,054 － －
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（3）金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以

下の３つのレベルに分類しております。
レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価
レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定した

時価
レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞ
れ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

区分 時価（千円）
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

リース債務 － 9,798 － －
合計 － 9,798 － －

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
リース債務
リース債務の時価については、元利金の合計額と当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率
を基に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

7. 収益認識に関する注記
（1）顧客との契約から生じる収益を分解した情報

(単位：千円)
当連結会計年度

金融商品仲介業 3,434,495
システム使用料 244,836
保険代理店その他 127,635
顧客との契約から生じる収益 3,806,967
その他の収益 －
外部顧客への売上高 3,806,967

（2）収益を理解するための基礎となる情報
収益を理解するための基礎となる情報は「連結注記表 [１.連結計算書類の作成のための基
本となる重要な事項に関する注記等] (3)会計方針に関する事項 ④収益及び費用の計上基
準」に記載しております。
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8. １株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 260円09銭
１株当たり当期純利益 20円31銭
（注）当社は、2022年４月１日付で普通株式１株につき４株の割合で株式分割を行っております。これに伴

い、当連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり純資産額及び１株当た
り当期純利益を算定しております。

9. 重要な後発事象に関する注記
（株式分割及び株式分割に伴う定款の一部変更）
当社は、2022年２月10日開催の取締役会決議に基づき、2022年４月１日付で株式分割及
び株式分割に伴う定款の一部変更を行っております。
１.株式分割
（1）株式分割の目的

株式を分割することにより、当社株式の投資単位当たりの金額を引き下げ、当社株式の
流動性の向上と投資家層の拡大を図ることを目的としております。

（2）株式分割の概要
①分割の方法
2022年３月31日を基準日として、同日最終の株主名簿に記載又は記録された株主の所
有普通株式１株につき、４株の割合をもって分割いたしました。
②分割により増加する株式数
株式分割前の発行済株式総数 853,200株
今回の分割により増加する株式数 2,559,600株
株式分割後の発行済株式総数 3,412,800株
株式分割後の発行可能株式総数 11,056,000株

（3）株式分割の日程
基準日公告日 2022年３月16日
基準日 2022年３月31日
効力発生日 2022年４月１日

（4）１株当たり情報に及ぼす影響
１株当たり情報に及ぼす影響については、当該箇所に記載しております。

（5）資本金の額の変更
今回の株式分割に際し、資本金の額の変更はありません。

2022年05月30日 17時22分 $FOLDER; 31ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



― 32 ―

（6）新株予約権の行使価額の調整
今回の株式分割に伴い、当社発行の新株予約権の１株当たり行使価額を2022年４月１日
以降、以下のとおり調整しております。

新株予約権の名称 調整前行使価額 調整後行使価額
第１回新株予約権 450円 113円
第２回新株予約権 620円 155円

（7）配当金について
今回の株式分割は、2022年４月１日を効力発生日としておりますので、基準日を2022
年３月31日とする2022年３月期の期末配当金につきましては、株式分割前の株式が対象
となります。

２.定款の一部変更
（1）変更の理由

今回の株式分割に伴い、会社法第184条第２項の規定に基づく取締役会決議により、
2022年４月1日をもって、当社定款の一部を変更いたしました。

（2）定款変更の内容
変更の内容は以下のとおりであります。

（下線部は変更部分を示しております）
変更前 変更後

（発行可能株式総数）
第６条 当会社の発行可能株式総数は、
2,764,000株とする。

（発行可能株式総数）
第６条 当会社の発行可能株式総数は、
11,056,000株とする。

（3）定款変更の日程
効力発生日 2022年４月１日

10. その他の注記
（1）資産除去債務
① 当該資産除去債務の概要
当社グループは、本店及び各オフィスについて賃貸借契約に基づき原状回復義務を負っ
ており、当該契約における賃貸借期間終了時の原状回復義務に関し、資産除去債務を計
上しております。

② 当該資産除去債務の金額の算定方法
使用見込み期間を主として５～15年と見積もり、割引率は当該使用見込み期間に見合
う国債の利回り（主として0.0～0.5％）を使用して資産除去債務の金額を計算しており
ます。
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③ 当連結会計年度における当該資産除去債務の総額の増減
期首残高 30,387千円
賃貸借契約の開始による増加額 3,876千円
時の経過による調整額 5千円
見積りの変更による増減額（注） 48千円
期末残高 34,317千円
（注）不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務について、新たな情報の入手に伴い、原状回復費用に関し

て見積りの変更を行っております。

（2）新型コロナウイルス感染症拡大に関する会計上の見積りについて
新型コロナウイルスの世界的な感染拡大により、経済、企業活動への深刻な影響が見込まれ
ております。当社グループ（当社及び連結子会社）におきましては、新型コロナウイルスの感
染拡大期に、役社員に対して発熱時の報告義務、手洗い実施・マスク着用など感染予防対策の
指示、職場内の換気や遮蔽板による飛沫飛散防止策の導入、リモートワークの導入等、感染リ
スクの低減に取り組んでおります。そのため、現時点での業績への影響は軽微であると考えて
おります。しかし、今後、新型コロナウイルス感染拡大により、役社員やIFAに感染者が多数
発生した場合は、当社グループの事業展開、財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があ
ります。
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貸 借 対 照 表
（2022年３月31日現在）

（単位：千円）
科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部） (負 債 の 部)
流 動 資 産 994,122 流 動 負 債 283,104
現 金 及 び 預 金 632,121 買 掛 金 229,757
売 掛 金 272,982 リ ー ス 債 務 2,769
前 払 費 用 23,254 未 払 金 24,967
預 け 金 60,445 未 払 費 用 5,100
そ の 他 5,317 未 払 法 人 税 等 7,311
固 定 資 産 189,979 未 払 消 費 税 等 4,086
有 形 固 定 資 産 64,936 賞 与 引 当 金 7,213
建 物 附 属 設 備 64,214 資 産 除 去 債 務 355
工 具 器 具 備 品 56,023 そ の 他 1,543
リ ー ス 資 産 14,220 固 定 負 債 41,879
建 設 仮 勘 定 990 リ ー ス 債 務 7,916
減 価 償 却 累 計 額 △70,511 資 産 除 去 債 務 33,962
無 形 固 定 資 産 576 負 債 合 計 324,983
ソ フ ト ウ エ ア 576 （純 資 産 の 部）
投 資 そ の 他 の 資 産 124,466 株 主 資 本 859,118
関 係 会 社 株 式 17,324 資 本 金 323,942
差 入 保 証 金 106,743 資 本 剰 余 金 252,878
繰 延 税 金 資 産 274 資 本 準 備 金 243,942
そ の 他 124 そ の 他 資 本 剰 余 金 8,936

利 益 剰 余 金 322,730
利 益 準 備 金 1,526
そ の 他 利 益 剰 余 金 321,203
繰 越 利 益 剰 余 金 321,203

自 己 株 式 △40,432
純 資 産 合 計 859,118

資 産 合 計 1,184,102 負債・純資産合計 1,184,102
(注) 記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書

（2021
2022

年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 3,687,737

売 上 原 価 2,815,339

売 上 総 利 益 872,397

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 749,408

営 業 利 益 122,989

営 業 外 収 益

受 取 家 賃 3,308

補 助 金 収 入 2,993

雑 収 入 779 7,081

営 業 外 費 用

支 払 利 息 463

株 式 交 付 費 4,053

上 場 関 連 費 用 6,137

そ の 他 202 10,856

経 常 利 益 119,214

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 1,606 1,606

税 引 前 当 期 純 利 益 117,608

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 39,001

法 人 税 等 調 整 額 5,003

当 期 純 利 益 73,602
(注) 記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

（2021
2022

年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

（単位：千円）
株 主 資 本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

当期首残高 144,585 64,585 8,936 73,521
事業年度中の変動額
新株の発行 179,357 179,357 － 179,357
剰余金の配当 － － － －
自己株式の取得 － － － －
当期純利益 － － － －
事業年度中の変動額合計 179,357 179,357 － 179,357
当期末残高 323,942 243,942 8,936 252,878

株 主 資 本

純資産合計
利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益
剰余金 利益剰余金

合計繰越利益
剰余金

当期首残高 1,526 254,511 256,037 － 474,144 474,144
事業年度中の変動額
新株の発行 － － － － 358,714 358,714
剰余金の配当 － △6,910 △6,910 － △6,910 △6,910
自己株式の取得 － － － △40,432 △40,432 △40,432
当期純利益 － 73,602 73,602 － 73,602 73,602
事業年度中の変動額合計 － 66,692 66,692 △40,432 384,974 384,974
当期末残高 1,526 321,203 322,730 △40,432 859,118 859,118
(注) 記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

1. 重要な会計方針
（1）有価証券の評価基準及び評価方法
① 子会社株式及び関連会社株式
移動平均法による原価法により評価しております。

（2）固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）
定率法を採用しております。
ただし、2016年（平成28年）４月１日以降に取得した建物附属設備については定額法

によっております。
なお、取得価額10万円以上20万円未満の少額減価償却資産については３年間で均等償

却しております。
② 無形固定資産（リース資産を除く）
ソフトウエア（自社利用）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定
額法によっております。
③ リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

④ 長期前払費用
契約期間に応じた均等償却を採用しております。

（3）引当金の計上基準
① 賞与引当金
従業員に対する賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当期の負担額を計上
しております。

（4）収益及び費用の計上基準
当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な収益における主な履行義務の内容及び
当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであり
ます。
① 金融商品仲介業
金融商品仲介業にかかる収益については、証券会社等との契約に基づく有価証券の売買
の媒介等の委託業務の遂行であり、その役務の提供が完了した時点で履行義務が充足され
ると判断し、契約に基づき月締めで収益を認識しております。
なお、取引に関する支払条件は、通常翌月に支払期日が到来し、契約に重要な金融要素
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は含まれておりません。
② システム使用料
システム使用料にかかる収益については、IFAとの契約に基づくプラットフォームの提

供業務であり、その役務の提供が完了した時点で履行義務が充足されると判断し、契約に
基づき月額利用料を収益として認識しております。
なお、取引に関する支払条件は、通常当月払いであり、契約に重要な金融要素は含まれ
ておりません。

2. 会計方針の変更に関する注記
(会計基準等の改正等に伴う会計方針の変更)
「収益認識に関する会計基準」の適用
「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認
識会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配
が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を
認識することとしております。
収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過
的な取扱いに従っており、当事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の
累積的影響額を、当事業年度の期首の繰越利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会
計方針を適用しております。
この結果、当事業年度の損益に与える影響はありません。また、繰越利益剰余金の当期首
残高への影響もありません。

3. 表示方法の変更に関する注記
(貸借対照表関係)
前事業年度において、「流動資産」の「その他」に含めていた「預け金」は、金額的重要性
が増したため、当事業年度より独立掲記することとしており、独立掲記しておりました「投
資その他の資産」の「長期前払費用」は、金額的重要性が乏しくなったため、当事業年度よ
り「その他」に含めて表示しております。

(損益計算書関係)
前事業年度において、従来「営業外収益」に計上しておりました「紹介手数料収入」は実
態に即した表示を行うため「売上高」に計上する方法に変更しております。
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4. 会計上の見積りに関する注記
（1）繰延税金資産の回収可能性
① 当事業年度の計算書類に計上した額
繰延税金資産 274千円

② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
当社は、繰延税金資産について、将来の利益計画に基づいた課税所得が十分に確保でき
ることや回収可能性があると判断した将来減算一時差異について繰延税金資産を計上して
おります。課税所得は中期経営計画の前提となった数値を経営環境等の外部要因に関する
情報や当社が用いている内部の状況（過去における中期経営計画の達成状況、予算など）
と整合的に修正し見積っております。当該見積りには過去の手数料実績、IFAの契約実績
及び問合せ状況、媒介する資産残高の推移等による仮定を用いております。繰延税金資産
の回収可能性は将来の課税所得の見積りによるため、課税所得の将来予測に影響を与える
変化が生じた場合には繰延税金資産の回収可能性が変動することにより当社の財政状態及
び経営成績に影響を及ぼすことが考えられます。

（2）資産除去債務
① 当事業年度の計算書類に計上した額
資産除去債務 34,317千円

② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
連結注記表に記載した事項と同一であることから記載を省略いたします。

5. 貸借対照表に関する注記
（1）関係会社に対する金銭債権債務

短期金銭債権 621千円
短期金銭債務 6,002千円

6. 損益計算書に関する注記
（1）関係会社との取引高

営業取引による取引高 39,499千円
営業取引以外の取引高 3,050千円
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7. 株主資本等変動計算書に関する注記
（自己株式に関する事項）
株式の種類 当事業年度

期首の株式数
当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度末の
株式数

普通株式 －株 16,300株 －株 16,300株
（変動事由の概要）
2022年３月14日の取締役会決議による自己株式の取得 16,300株

（注）当社は、2022年４月１日付で普通株式１株につき４株の割合で株式分割を行っておりますが、上記は、
当該株式分割前の株式数で記載しております。

8. 税効果会計に関する注記
（1）繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別の内訳

繰延税金資産
賞与引当金 2,166千円
資産除去債務 10,309千円
未払事業税 1,371千円
未払事業所税 215千円
その他 111千円
繰延税金資産小計 14,174千円
評価性引当額 △10,202千円
繰延税金資産合計 3,971千円
繰延税金負債
資産除去債務に対応する除去費用 △3,697千円
繰延税金負債合計 △3,697千円
繰延税金資産の純額 274千円
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9. 関連当事者との取引に関する注記
（単位：千円）

属性 会社等
の名称 所在地

議決権等
の所有（被
所有）割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（注） 科 目 期末残高

子会社
株式会社
ＡＩＰコンサ
ルタンツ

神奈川県
横浜市

所有
直 接 100
％

インフラ設備等
の購入

当社のインフラ整
備、保守、広告用
マテリアルの作成
等

28,868 未払金 4,208

従業員の出向
従業員の出向 6,896 未収入金 433
従業員の出向受入 7,752 未払金 557

オフィスの賃貸 オフィスの賃貸 3,050 前受金 281

顧客の紹介 顧客の紹介
1,994 売掛金 188
4,796 未払金 954

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等
取引価格については、価格交渉の上、市場実勢価格を見て決定しております。

10. １株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 256円64銭
１株当たり当期純利益 23円05銭
（注）当社は、2022年４月１日付で普通株式１株につき４株の割合で株式分割を行っております。これに伴

い、当事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり純資産額及び１株当たり当
期純利益を算定しております。

11. 重要な後発事象に関する注記
（株式分割及び株式分割に伴う定款の一部変更）
連結計算書類の「連結注記表 ９．重要な後発事象に関する注記」に同一の内容を記載して
いるため、注記を省略しております。
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12. その他の注記
（1）資産除去債務
① 当該資産除去債務の概要

当社は、本店及び各オフィスについて賃貸借契約に基づき原状回復義務を負ってお
り、当該契約における賃貸借期間終了時の原状回復義務に関し、資産除去債務を計上し
ております。

② 当該資産除去債務の金額の算定方法
使用見込み期間を主として５～15年と見積もり、割引率は当該使用見込み期間に見

合う国債の利回り（主として0.0～0.5％）を使用して資産除去債務の金額を計算してお
ります。

③ 当事業年度における当該資産除去債務の総額の増減
期首残高 30,387千円
賃貸借契約の開始による増加額 3,876千円
時の経過による調整額 5千円
見積りの変更による増減額（注） 48千円
期末残高 34,317千円
（注）不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務について、新たな情報の入手に伴い、原状回復費用に関し

て見積りの変更を行っております。

（2）新型コロナウイルス感染症拡大に関する会計上の見積りについて
新型コロナウイルスの世界的な感染拡大により、経済、企業活動への深刻な影響が見込まれ
ております。当社におきましては、新型コロナウイルスの感染拡大期に、役社員に対して発熱
時の報告義務、手洗い実施・マスク着用など感染予防対策の指示、職場内の換気や遮蔽板によ
る飛沫飛散防止策の導入、リモートワークの導入等、感染リスクの低減に取り組んでおりま
す。そのため、現時点での業績への影響は軽微であると考えております。しかし、今後、新型
コロナウイルス感染拡大により、役社員やIFAに感染者が多数発生した場合は、当社の事業展
開、財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本
独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書

2022年５月23日
株式会社アイ・パートナーズフィナンシャル
取 締 役 会 御中

東 陽 監 査 法 人
東京事務所
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 猿 渡 裕 子
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 田 部 秀 穂

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社アイ・パートナーズフィナンシャルの
2021年４月１日から2022年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、
連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して、株式会社アイ・パートナーズフィナンシャル及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類
に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の
基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監
査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、
監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切
な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し
開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用にお
ける取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人
はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、そ
の他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか
検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注
意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その
事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を
作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
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連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適
切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企
業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ
る。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重

要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書
類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又
は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があ
ると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業
的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し
た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基
礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統
制を検討する。
・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監
査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性
が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報
告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類
の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められてい
る。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ
り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連
結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
・ 連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な
監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。
監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内
部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項につ
いて報告を行う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守した
こと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減す
るためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。

以 上
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計算書類にかかる会計監査人の監査報告書 謄本
独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書

2022年５月23日
株式会社アイ・パートナーズフィナンシャル
取 締 役 会 御中

東 陽 監 査 法 人
東京事務所
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 猿 渡 裕 子
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 田 部 秀 穂

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社アイ・パートナーズフィナンシャ
ルの2021年４月１日から2022年３月31日までの第17期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損
益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）に
ついて監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているも
のと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の
基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査
法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのそ
の他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手
したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し
開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用にお
ける取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人は
その他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その
他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討
すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を
払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その
事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作
成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に
関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することに
ある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に
対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集
計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判
断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業
的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し
た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基
礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統
制を検討する。
・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査
証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が
認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告
書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記
事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人
の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継
続企業として存続できなくなる可能性がある。
・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書
類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部
統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について
報告を行う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ
と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するた
めにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査等委員会の監査報告書 謄本
監 査 報 告 書

当監査等委員会は、2021年４月１日から2022年３月31日までの第17期事業年度における取締役の職務
の執行について監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。
１．監査の方法及びその内容
監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の内容

並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び使用人等からその
構築及び運用の状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、下記の方
法で監査を実施しました。
① 監査等委員会が定めた監査等委員会監査等の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、内部

監査室と連携の上、重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報
告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要なオフィスにおいて
業務及び財産の状況を調査しました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思
疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

② 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するととも
に、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。ま
た、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第
131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（企業会計審議会）等に従って整備して
いる旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。
以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、連結計算書類（連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）並びに計算書類（貸借対照表、損益計
算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書について検討いたしました。
２．監査の結果
（１）事業報告等の監査結果
① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認め
ます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められま
せん。

③ 内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。
また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指
摘すべき事項は認められません。

（２）連結計算書類の監査結果
会計監査人 東陽監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（３）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人 東陽監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2022年５月26日
株式会社アイ・パートナーズフィナンシャル 監査等委員会

常勤監査等委員 吉 川 昌 利 ㊞
監査等委員 上 野 博 史 ㊞
監査等委員 中 川 洋 ㊞

（注）監査等委員 上野博史及び中川洋は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に規定する社外取締役
であります。

以上
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株主総会参考書類

議案及び参考事項
第１号議案 定款一部変更の件
1. 提案の理由
「会社法の一部を改正する法律」（令和元年法律第70 号）附則第１条ただし書きに規
定する改正規定が2022年９月１日に施行されることに伴い、株主総会資料の電子提
供制度が導入されることとなりますので、次のとおり定款を変更するものでありま
す。

(１)株主総会参考書類等の内容である情報について電子提供措置をとる旨を定款に定める
ことが義務付けられることから、変更案第15条（電子提供措置等）第１項を新設する
ものであります。

(２)株主総会参考書類等の内容である情報について電子提供措置をとる事項のうち、書面
交付を請求した株主に交付する書面に記載する事項の範囲を法務省令で定める範囲に
限定することができるようにするため、変更案第15条（電子提供措置等）第２項を新
設するものであります。

(３)株主総会資料の電子提供制度が導入されますと、現行定款第15条（株主総会参考書類
等のインターネット開示とみなし提供）の規定は不要となるため、これを削除するも
のであります。

(４)上記の新設及び削除される規定の効力に関する附則を設けるものであります。なお、
本附則は期日経過後に削除するものといたします。

2. 変更の内容
変更の内容は、次のとおりであります。

（下線は変更部分を示します。）

現 行 定 款 変 更 案

（株主総会参考書類等のインターネット開示とみなし
提供）
第15条 当会社は、株主総会の招集に際し、株主総
会参考書類、事業報告、計算書類及び連結計算書類に
記載又は表示をすべき事項に係る情報を、法務省令に
定めるところに従いインターネットを利用する方法で
開示することにより、株主に対して提供したものとみ
なすことができる。

（削除）
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現 行 定 款 変 更 案

（新設）

（新設）

(電子提供措置等)
第15条 当会社は、株主総会の招集に際し、株主総
会参考書類等の内容である情報について、電子提供措
置をとるものとする。
２．当会社は、電子提供措置をとる事項のうち法務省
令で定めるものの全部又は一部について、議決権の基
準日までに書面交付請求した株主に対して交付する書
面に記載しないことができる。

附則
（電子提供措置等に関する経過措置）
１．現行定款第15条（株主総会参考書類等のインタ
ーネット開示とみなし提供）の削除及び変更案第15
条（電子提供措置等）の新設は、会社法の一部を改正
する法律（令和元年法律第70号）附則第１条ただし
書きに規定する改正規定の施行の日である2022年９
月１日（以下「施行日」という。）から効力を生ずる
ものとする。
２．前項の規定にかかわらず、施行日から６か月以内
の日を株主総会の日とする株主総会については、現行
定款第15条はなお効力を有する。
３．本附則は、施行日から６か月を経過した日又は前
項の株主総会の日から３か月を経過した日のいずれか
遅い日後にこれを削除する。
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第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）２名選任の件
取締役（監査等委員である取締役を除く。）３名全員は、本総会の終結の時をもって任期
満了となります。つきましては、経営体制の見直しにより取締役を１名減員し、取締役（監
査等委員である取締役を除く。）２名の選任をお願いするものであります。
なお本議案に関しましては、監査等委員会は全ての候補者について適任であると判断して

おります。
取締役（監査等委員である取締役を除く。）候補者は次のとおりであります。

候補者
番 号

氏名
（生年月日）

略歴、当社における地位及び担当
（重要な兼職の状況）

所有する
当社の
株式の数

１

再任

田
た
中
なか

譲
じょう

治
じ

（1957年２月21日生）

1979年４月 大和証券株式会社入社
1987年１月 モルガン・スタンレー証券会社東京支店入社
1992年10月 ＵＢＳ証券会社東京支店入社
1998年８月 メリルリンチ日本証券株式会社入社
2002年８月 IFAとして独立 日興コーディアル証券株式会社

（現ＳＭＢＣ日興証券株式会社）とのIFA委任契約締結
2005年２月 有限会社インテグリティ取締役就任
2009年２月 株式会社アイ・ブレーン（現当社）入社
2009年３月 当社取締役就任
2012年５月 当社専務取締役就任
2014年５月 当社代表取締役社長就任（現任）
2015年１月 株式会社ＡＩＰコンサルタンツ取締役就任
2015年９月 株式会社アイ・パートナーズホールディングス設立

取締役就任
2016年１月 同社代表取締役就任
2016年１月 株式会社ＡＩＰコンサルタンツ代表取締役就任
2018年３月 株式会社ＡＩＰコンサルタンツ代表取締役辞任

同社取締役就任（現任）

37,000
株

２

再任

島
しま
田
だ
和
かず
紀
のり

（1970年12月14日生）

1993年４月 日興證券株式会社（現ＳＭＢＣ日興証券株式会社)入社
2017年４月 当社入社
2017年４月 株式会社ＡＩＰコンサルタンツ取締役就任（現任）
2017年６月 当社取締役就任（現任）
2018年４月 当社管理本部長就任（現任）

20,200
株
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（注）１．各取締役候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
２．田中譲治氏は、自身のIFA経験を通して事業に関する豊富な知識と経験を有し、当社グループの主力
事業である金融商品仲介業の伸長に深く関与しております。また、グループ全社に対するリーダーシ
ップを存分に発揮し、IFA候補者の開拓、経営戦略の構築やその実行に際して重要な役割を担ってい
ることから、中長期の成長戦略の実現に必要不可欠であると判断し、取締役候補者といたしました。

３．島田和紀氏は、前職証券会社において長年にわたりIFAビジネスの推進及び管理に携わっており、事
業に関する豊富な経験と知見を有しております。また、当社入社後、経営戦略や管理、財務、資本政
策等を統括し、その実績と豊富な経験に加え、企業経営に関する幅広い知見を有していることから、
当社グループの企業価値向上に必要不可欠であると判断し、取締役候補者といたしました。

４．当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結して
おり、当該保険契約の概要は、事業報告の「4. 会社役員に関する事項 （3）役員等賠償責任保険契
約の内容の概要」に記載のとおりであります。本議案が原案どおり承認されますと各候補者は引き続
き当該保険契約の被保険者に含められることになります。また、当該保険契約の契約期間は1年間で
あり、当該期間の満了前に取締役会において決議の上、これを更新する予定であります。
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第３号議案 監査等委員である取締役３名選任の件
監査等委員である取締役３名全員は、本総会の終結の時をもって任期満了となります。つ

きましては、監査等委員である取締役３名の選任をお願いするものであります。
なお、本議案に関しましては、監査等委員会の同意を得ております。
監査等委員である取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番 号

氏名
（生年月日）

略歴、当社における地位及び担当
（重要な兼職の状況）

所有する
当社の
株式の数

１

再任

吉
よし
川
かわ
昌
まさ
利
とし

（1979年１月14日生）

2004年４月 石渡会計事務所（現税理士法人アイ・パートナーズ）入
所

2006年２月 株式会社アイ・ブレーン（現当社）設立 取締役就任
2007年６月 当社取締役辞任
2007年９月 税理士登録
2016年６月 吉川昌利税理士事務所開設 所長（現任）
2016年６月 当社取締役就任
2016年６月 株式会社AIPコンサルタンツ取締役就任
2018年３月 同社取締役辞任
2018年６月 当社取締役（監査等委員）就任（現任）

16,200
株

２

再任

上
うえ
野
の
博
ひろ
史
ふみ

（1938年５月15日生）

1962年４月 農林省（現農林水産省）入省
1992年７月 同省農林水産大臣官房長就任
1994年２月 同省食糧庁長官就任
1995年７月 農林水産事務次官就任
1998年１月 独立行政法人農林漁業信用基金理事長就任
2000年６月 農林中央金庫代表理事理事長就任
2009年３月 同金庫顧問就任
2013年１月 株式会社博真舎設立 代表取締役就任（現任）
2015年５月 株式会社日本精米顧問就任（現任）
2016年６月 欣交会会長就任（現任）
2018年６月 当社取締役（監査等委員）就任（現任）

0
株
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候補者
番 号

氏名
（生年月日）

略歴、当社における地位及び担当
（重要な兼職の状況）

所有する
当社の
株式の数

３

再任

中
なか
川
がわ

洋
ひろし

（1951年２月12日生）

1974年４月 株式会社野村総合研究所入社
1987年８月 モルガン・スタンレー証券会社東京支店入社
1995年４月 メリルリンチ証券会社東京支店入社
1999年１月 同社副会長就任
1999年11月 株式会社日本ワークス監査役就任（現任）
2000年11月 株式会社マナオクリエーション設立 取締役就任
2001年１月 同社代表取締役就任（現任）
2003年６月 有限会社二宮漁場設立 取締役就任
2005年６月 同社代表取締役就任（現任）
2007年３月 株式会社メディエイド社外取締役就任（現任）
2018年６月 当社取締役（監査等委員）就任（現任）

14,000
株

（注）１．各取締役候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
２．吉川昌利氏は、税理士として財務及び会計に関する相当程度の知見を有しており、また、当社の顧問
税理士を務めた経験もあることから、これらの知見を当社グループの監査・監督に活かしていただく
ため、引き続き監査等委員である取締役候補者といたしました。

３．上野博史氏及び中川洋氏は社外取締役候補者であります。
４．上野博史氏を監査等委員である取締役候補者とした理由は、農林水産事務次官等、国家公務員として
要職を歴任し、また、国内有数の金融機関の代表理事理事長を務めた経験の他、現在も他社において
経営戦略全般に関し助言を行っていることから、組織の統制や企業経営についての豊富な経験と高い
見識を有しているためであります。当社においても、その見識などを当社グループの経営に活かしつ
つ、経営全般の監督機能及び当社グループのガバナンス強化のためにご尽力いただけることを期待し
ております。

５．中川洋氏を監査等委員である取締役候補者とした理由は、証券アナリストとして企業分析に携わった
経験から財務及び会計に関する専門的な知見を有しており、また、金融機関の役員経験の他、他社の
企業経営や監査役にも従事し、企業経営についての専門的な知見と金融機関の役員としての豊富な経
験を有しているためであります。当社においても、その見識などを当社グループの経営に活かしつ
つ、経営全般の監督機能及び当社グループのガバナンス強化のためにご尽力いただけることを期待し
ております。

６．上野博史氏及び中川洋氏の監査等委員である社外取締役就任年数は、本総会終結の時をもって４年と
なります。

７．当社は、上野博史氏及び中川洋氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ています。
両氏が再任された場合は、当社は引き続き両氏を独立役員として指定する予定であります。

８．当社は、上野博史氏及び中川洋氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、会社法第423条第
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１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額
は、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額を限度としており、両氏が再任された場合は、当
該責任限定契約を継続する予定であります。

９．当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結して
おり、当該保険契約の概要は、事業報告の「4. 会社役員に関する事項 （3）役員等賠償責任保険契
約の内容の概要」に記載のとおりであります。本議案が原案どおり承認されますと各候補者は引き続
き当該保険契約の被保険者に含められることになります。また、当該保険契約の契約期間は1年間で
あり、当該期間の満了前に取締役会において決議の上、これを更新する予定であります。

以 上
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〈メ モ 欄〉
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TKPガーデンシティ
PREMIUM横浜西口

横浜駅西口

ルミネ
横浜店

横浜駅

横浜駅西口

タカシマヤ
ローズホール

ハマボール
イアス
（E.A.S）

横浜ベイシェラトン
ホテル＆タワーズ

高島屋

ヨドバシカメラ

モアーズ

かながわ県民
センター

タイムズ
駐車場

りそな銀行
横浜西口支店三菱UFJ銀行

横浜駅前支店

セブン
イレブン

マクドナルド
ドン・キホーテ

横浜ビブレ
（VIVRE）

THE KNOT
YOKOHAMA

かながわ
信用金庫

ファミリー
マート

横浜鶴屋町
郵便局

ホテル横浜
キャメロットジャパン

ホテルプラム

ジョナサン

９出入口

首都高速神奈川２号三ツ沢線

THE SUIT
COMPANY

ABC-MART

第17回定時株主総会会場ご案内図

日時： 2022年６月28日（火曜日）午前10時00分（午前9時30分より受付開始）
場所： 神奈川県横浜市西区南幸二丁目19番９号 TKP横浜ビル

TKPガーデンシティPREMIUM横浜西口 カンファレンスルーム８F

＜交通のご案内＞
「横浜駅」西口より徒歩７分（ＪＲ線・京急線・東横線・みなとみらい線）
「横浜駅」西口より徒歩６分（相鉄本線）
「横浜駅」９出入口より徒歩４分（横浜市営地下鉄ブルーライン)

＜お願い＞
駐車場の用意がございませんので、ご来場には公共交通機関をご利用ください。
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